
○過去の事例から：保健と福祉が連携・協働できていない、要対協が機能していない。

○連携・協働のために必要なこと：「子どもの命と笑顔を守る」思いの共有と連動。地域資源、案件を繋

ぐ子ども関係機関の把握。担当者同士の信頼関係。定義・所掌にこだわりすぎないこと。自分が関わら

なくなっても別の場所につなぐこと。支援が必要かどうか迷う事例は全て要対協に登録し拾っておく。

○日々の仕事で連携・協働を具体的に振り返り、引き出しを増やすことが大切。

【３つの重要なポイント】

① 厳罰化で解決しない：「子育て」「子育ち」は誰もがたどった道という認識が必要。

② 子どもの命を守るために「親ごと支える視点」が必要：柔軟な対応、公助のハードルを下げる。

③ 地域まちづくりの視点：皆が当事者との認識を持ち、真摯に子どもの声・意見を聞く。親子に係る

専門職（保健師、保育士、心理士、教員等）、里親、施設、保育園、小中学校、地域の方皆が、縦・

横・斜めさまざまな人間関係の中で子どもの育ちができるよう、「おせっかいのまち」「声かけのま

ち」「つなげるまち」をつくっていく。

事例紹介１「困難事例に対する関係機関との連携（大阪府和泉市）」

○多職種・他機関による連携でアセスメント⇒アセスメント結果に応じた支援

＊同一部署内に母子保健担当・子育て世代包括支援センターと要対協事務局・子育て支援センターを設置。 

＊アセスメント体制：①妊娠届出時（面接者・地区担当保健師）⇒②組織内（係長保健師へ相談・課内ケ

ース会議）⇒③庁内連携（再アセスメント）⇒④医療機関連携（情報共有・協働アセスメント） 

＊アセスメントに活用する情報：児童福祉。生活保護、障がい福祉、小中学校、他市区町村 等 

＊周産期ネットワーク部会：産科医療機関、保健所、母子保健担当、児童虐待担当による。要対協に位置

付け、事務局を児童福祉が担当。特定妊婦支援にあたり、それぞれの立場の役割を明確化している。 

事例紹介２「困難事例に対する関係機関との連携（大分県中津市）」

○妊娠届出時の面接でフォロー有無振り分け⇒子育て世代包括支援センターでサポート

＊妊娠届出時のアセスメントシート、赤ちゃん訪問で児の状態を観察、3つの質問票で母の状態を確認 

○精神科・産科・小児科との連携：ケースを

重ねて連携を形に。

○「ヘルシースタートおおいた」：医療、福祉・

教育、保健の連携。 

○日頃からの人事交流、他課との相談・連携、

情報共有と情報収集、各機関の機能や事業

の把握がケースにあった支援につながる。 

グループワーク

○COVID-19 禍の中にあっても支援が必要な人をタイムリーに把握するには、関係機関連携と多職種連

携が不可欠。それぞれの職種の得意なところを持ち寄って、創意工夫をしていく必要がある。

○虐待予防には分娩時や予防接種等で妊婦と関わる機会の多い医療機関との連携による支援が重要で、

医療機関がポピュレーションアプローチの場となる。
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